
実績報告書作成に当たっての注意事項

１

２

３ 捨印は任意です。（捨印がある場合は、軽微な訂正であれば可能になります）

４ 金額欄「３　補助金交付申請額」だけは、訂正ができません。間違えた場合は書き直してください。

５ 振込先の口座は、交付決定者（申請者）ご本人の口座以外は認めません。

６ 修正液、修正テープ等の使用がある場合は受け付けられませんので、使用しないでください。

７ 提出は１部で結構ですが、実績報告書の１枚目だけコピーを持参してください。
８

添付書類について

（確認したら□にチェックを）

□ 住民票又は外国人登録原票記載事項証明書（実績報告書の提出前３か月以内のもの）

□ 電力会社との電力受給契約書の写し

□ 対象システムの設置状態を示すカラー写真

□ 太陽光モジュールの製造番号・出力対比表

□ 対象システムの設置費に係る領収書の写し

□ 交付決定者（申請者）本人の宛先を記入し８０円切手を貼付した返信用封筒（定形第１種） 

□ 実績報告書の１枚目（第９号様式（その１））のコピー
受理の証明として受付印を押してお返しいたしますので、コピーを一枚ご持参ください。

補助金交付額確定通知書を交付決定者（申請者）に郵送するための封筒です。

※例えば、７月５日（火）に電力受給を開始した場合７月は３１日まであるため、８月４日（木）が締切日と
なります。また、７月１日（金）に電力受給を開始した場合７月３１日は日曜日のため、締切日は７月２９
日となります。

実績報告書の提出期限は電力受給開始日から３０日以内かつ平成２４年３月１５日までです。１ヶ月が
３１日ある場合には特に気をつけてください。また、３０日目が土日祝日及び年末年始の閉庁日の場合
は、それ以前の受付可能日が締切日となりますので、受付時間内にご持参ください。

　補助対象工事費が、申請時に提出していただいた「太陽光発電システムに関する工事内訳書」から
変更になっている場合は、変更契約書の写し、及び変更後の「太陽光発電システムに関する工事内訳
書」を提出してください。

　領収書の金額と「８　補助対象工事費」の金額が異なる場合は、領収書の但書に「太陽光発電システ
ム2．4kWの金額　****円を含む」といった内容を記していただく必要があります。また、領収書に補助
対象システムを明記できない場合は、「領収書内訳書」を作成し、その元となる領収書とともに提出して
ください。

　太陽電池モジュールの載った屋根全体と、建物全体を写した写真を提出してください。この際、写真で
モジュールの全枚数が確認できることと、申請時の添付写真と今回の写真を比較して設置場所が同一
であることが確認できることが必須です。写真が分割となり、枚数の確認が難しい場合は、説明用にシ
ステム配置図（屋根伏図に配置されたもの）を添付して下さい。写真の大きさはL版程度の大きさで、A4
の用紙に印刷していただいても結構です。

　メーカーが発行したものに交付決定番号と交付決定者（申請者）名を記載し、ご提出下さい。メーカー
で発行していない場合（シャープ等）には、「出力対比表」の書式例を使って作成していただき、製造番
号票（製造番号と測定出力の記載のあるもの）の写しを必ず提出してください。

　「電力受給契約書」がある場合はその写し又は「電力受給契約のご案内」の写しを提出して
ください。この中に記載のある「設置場所」は住民票と同じ住所でなければ同一場所とみなし
ませんので、当初申請を地番等で行っている場合は、電力会社に申し出て、必ず変更しても
らってください。また、「受給開始予定日」と実際の電力受給開始日が違う場合は、「電力受
給開始日に関する申立書」を併せて提出してください。（ホームページ上から様式例をダウン
ロードできます。）

　対象システム設置場所と同じ住所のものを提出してください。なお、申請者本人のみ記載の
もので結構です。

印鑑は必ず「実印」を使用してください。申請時（計画変更をした場合は計画変更届提出時）と実印が変
更となっている場合は、変更した実印（実績報告書提出時の実印）の「印鑑登録証明書（発行から３か
月以内のもの）」の提出が必要となります。



(第９号様式）（その１）

平成　　年　　月　　日
（届出先）

横浜市長

　　（交付決定者） 〒 －

実印 

　（　　　 　　）

　（　　　 　　）

　（　　　 　　）

E-mail

　 　　対象システムの設置が完了したので、横浜市住宅用太陽光発電システム設置

　 　費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、次のとおり報告します。

２　太陽電池の最大出力 ． kW

（小数点第３位を切り捨て）

　計画変更届を提出している場合は、変更後の金額を記入してください。

, 0 0 0 円　（千円未満切り捨て）

金額の頭に「￥」を付けてください。

　平成　　　年　　　月　　　日

　平成　　　年　　　月　　　日

銀行

信用金庫

３　その他（　　　　）

フリガナ

（左詰めで記入してください。）

口座名義人

　注１：振込先は交付決定者（申請者）ご本人の口座でなければなりません。

　注２：本報告書は２枚つづりとなっておりますので（その２）も忘れずに提出してください。

３　補助金交付決定額

　横浜市

４　工事着工日

５   電力受給開始日

支店

電話番号

預金

（右詰めで記入してください。）

フリガナ

緊急連絡先

６
　
補
助
金
振
込
先 口座名義人

２　貯蓄

氏　　名

預金種類・口座番号

金融機関名

号

１　普通

第

捨印

１　交付決定番号

ファックス番号

住　所（対象システムを設置した住所）

実 績 報 告 書

太陽光



（第９号様式）（その２）

７　対象システムの概要

項　　目

イ　太陽電池モジュールの型式名 ①

②

③

④

ロ　製造者名（㈱等は記入しないこと）

① 枚

② 枚

③ 枚

④ 枚

ニ　太陽電池の最大出力（注２）

小数点第３位を切り捨て

ホ　太陽電池の固定方法
　　（いずれかの枠内にレを記入してください）

イ　インバータ ・ 保護装置の型式名
①

②

ロ　製造者名（㈱等は記入しないこと）

ハ　定格出力

小数点第３位を四捨五入

注１：　申請時から変更がない場合も記入をお願いします。また、変更があった場合は、変更後のものを記入してください。
注２：　太陽光パネルの配置、枚数に変更があった場合は変更後のパネル配置図を添付してください。

８　補助対象工事費

注：　申請時に提出していただいた「太陽光発電システムに関する工事内訳書」から金額が変更になっている場合は、
変更契約書の写し及び変更後の「太陽光発電システムに関する工事内訳書」を添付してください。
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ハ　太陽電池の公称最大
　　 出力（注１）と使用枚数
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必須項目

　　③　設置工事に係る費用 必須項目

①＋②＋③

kW

． kW

必須項目

捨印

．

．

①

②

内　　容

＝
．

補助対象項目 金　　額 備　考

消　費　税

合　　計

小計（消費税抜き金額）

　　①　太陽電池モジュール

　　②　付属機器　小計

太陽光
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